
別記様式

物 品 等 の 名 称
及 び 数 量

令和４年度建設業企業情報提供

支出負担行為担当官
　中国地方整備局長　多田　智

( 広島県広島市中区上八丁堀６－３０ )

契 約 締 結 日

一般財団法人建設業技術者センター

( 東京都千代田区二番町３番地　麹町スクエア )

金2,970,000円
※消費税及び地方消費税相当額を含む。

非公表

契 約 し た 理 由 別紙「随意契約理由書」のとおり

備 考

随 意 契 約 結 果 書

契約担当官等の
氏名並びにその
所属する部局の
名称及び所在地

令和４年４月１日

契約の相手方の
氏 名 及 び 住 所

契　約　金　額

予 定 価 格



 

 

随意契約理由書 

 

 

契約業者名：一般財団法人 建設業技術者センター 

 

業務の名称：令和４年度建設業企業情報提供 

 

随意契約理由： 

 

 本件は、建設業法に定める建設業許可、経営事項審査の有効期限の確認等に必要な

企業情報（建設業許可情報、経営事項審査情報等）を中国地方整備局保有のサーバに

提供する業務である。 

 

 一般財団法人 建設業技術者センターは、「資格者証の交付等を通じて工事現場に

おける技術者の適正配置、技術力の向上等を図り、もって建設工事の適正な施工を図

るとともに、建設業の健全な発展の促進を図ること」を目的として設立された公益法

人であり、建設業法第２７条の１９第１項及び建設業法施行規則第１７条の３７によ

り監理技術者資格者証の交付等の事業について行うことができる旨指定された唯一

の機関である。また、上記の情報は中央建設業審議会の建議を受けて、平成８年度か

らは、建設業者に関する各種情報を集積し、発注者が共同利用できる「発注者支援デ

ータベース・システム」を開発・運用・管理しているとともに、一貫して情報提供を

行っている。 

 

 本件の実施に必要となる各種情報を集積し、適切に管理・提供できる情報提供シス

テムを保有・運用できる機関は、一般財団法人 建設業技術者センターのほかにはな

く、本業務を遂行できる唯一の機関である。 

 

 よって、会計法第２９条の３第４項、予算決算及び会計令第１０２条の４第３号を

適用し、上記業者と随意契約を行うものである。 


